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＜要約＞

多様なステークホルダーの利害の調整を経て政策シナリオの設定が行われる公共政策の

立案プロセスは、諸個人の認知、パースペクティブなどを他者と共有可能な概念（コンセ

プト）として表出するプロセスとして捉えることができる。たとえばCOE、研究組織の流

動性、あるいは研究アカウンタビリティ論など、その年度、あるいは時代ごとにキーコン

セプトとして現れる概念は、そのままその年度や時代に必要とされる政策のありかたをう

まく反映し、またそれゆえに多様な利害の調整に役だっていると考えられる。本研究の目

的は、胡文化される政策コンセプトの時系列変化を捉え、科学技術政策の歴史を政策コン

セプトのダイナミックな進化のプロセスとして捉える視点から検討することである。政策

コンセプトがどのように生成され、正当化、普及、定着の過程を辿るのかを調べ、新しい

政策コンセプトが生成されるための条件を抽出し、今後の政策立案におけるコンセプト生

成に寄与することを目的とする。

本研究では、まず科学技術会議の過去の全答申、1960年の第1号答申から1996年の第

23号答申まで、36年分のデータベース化を行い、これを用いて語の頻度分析、共語分

析（関連性尺度および共出現マトリクスに対する因子分析）を行った。その結果、新しい

コンセプトの創出、例えばCOE、産学連携、地域科学技術などの出現を時系列的に追うこ

とができた。これは、当時の公共ニーズと国際トレンド、すなわち海外からの要求や日米

関係等を反映している。また各答申における語の出現頻度ランキングの動向による政策イ

シューの変化を追跡した。さらに共語分析によって、基本的な政策コンセプトの文脈の変

化を追った。たとえば「基礎研究」という語は第1号答申（1960）においては「応用研究」

という語とともに語られるのに対し、第11号答申（1984）では「社会的ニーズ」という語

とともに語られ、第23号答申（1996）では「経済的ニーズ」という語とともに語られる。

各期の社会一政治的付置（SOCio－pOlitica1－COn五guration．たとえば大学と国研の関係など）

の動きが共語マトリクスに反映され、各期のコンセプトの変化（「基礎研究」概念、「科学

技術」という概念の変化）が語頻度、共語関連性尺度に反映されていることが示唆された。
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1．はじめに

科学技術政策における時代を先導するコンセプトは、各国における公共ニーズを反映す

ると同時に、その時代の国際的トレンドを反映している。ある時代の「キーコンセプト」

といえるものは、各時代の溶在的な政策ニーズとともにその時代の特性をも反映しており、

これらのコンセプトはまた、多様なステークホルダーの利害調整に用いられる。このよう

に、互いに対立する利害関係者の調整を経て政策シナリオの設定が行われる公共政策の立

案プロセス（Aはmm＆Petkus，1991）は、諸個人の認知、パースペクティブなどを他者と

共有可能な概念（コンセプト）として表出するプロセスとして捉えることができる。たと

えばCOE、研究組織の流動性（フレキシビリティ）、あるいは研究アカウンタビリティ論

など、その年度、あるいは時代ごとにキーコンセプトとして現れる概念は、そのままその

年度や時代に必要とされる政策のありかたをうまく反映し、またそれゆえに多様な利害の

調整に役だっていると考えられる。

本研究の目的は、明文化される政策コンセプトの時系列変化を捉え、科学技術政策の歴

史を政策コンセプトのダイナミックな進化のプロセスとして捉える視点から検討すること

である。政策コンセプトがどのように生成され、正当化、普及、定着の過程を辿るのかを

調べ、新しい政策コンセプトが生成されるための条件を抽出し、今後の政策立案における

コンセプト生成に寄与することを目的とする。

政策コンセプトに関する先行研究においては、政策トレンドに関する定性的言及（たとえ

ばRuivo，1994，WdghtandShevchuk，1995，Renn，1995，Smith，1994，Shackleyand

Wynne，1995）および政策コンセプトに関連させた政策文書の解釈問題（YmOW，1993，

Chock，1995，andPal，1995など）が主なアプローチであった。本研究では、これら先行

研究に対し、政策コンセプトを定量的な手法を用いて分析した。具体的には、1959年

から約40年にわたって日本の科学技術政策をリードする役割を果たしてきた、科学技術

会議の答申23号分の定量的分析を通して、我が国における政策コンセプトの進化につい

て議論する。
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2．研究の枠組み

2－1．コンセプト進化とは

多様なステークホルダーの利害の調整を経て政策シナリオの設定が行われる公共政策の

立案プロセスは、諸個人の認知、パースペクティブなどを他者と共有可能な概念（コンセ

プト）として形成するプロセスとして捉えることができる。その時代ごとの課題や対応す

る政策のあり方をうまく反映したキーコンセプトは、多くの利害関係者によるコンセンサ

スの形成に役立ち、広範な影響力をもたらす政策の展開につながるのである。

しかし、わが国における政策コンセプトの形成は、意識的に推進されてきたとは言いが

たい状況にある。この点は近年、企業の技術経営において独創的な経営コンセプトや製品

コンセプトの重要性に対する認識が深まり、それらコンセプトの「創造」のダイナミクス

や「コンセプト創造」に関連する効果的なマネジメントのあり方が議論されてきたことと

比べると対照的である。例えば、NonakaandTakeuchi（1995）は、持続的な対話を通じて

チームや集団の中で暗黙的なメンタル・モデルが共有され、共有されたメンタル・モデル

が言葉として明示化されるプロセスとしてコンセプト創造の本質を捉えている。

政策コンセプトの形成過程も、審議会や諮問委員会における対話を通じてメンタル・モ

デルを共有し、それを政策担当者が「大綱」、「指針」などの言語の体系にまとめるプロセ

スとして把握することができる。しかし、政策コンセプトの形成過程は、経営トップない

しプロジェクト・リーダーのビジョンが色濃く反映される経営コンセプトや製品コンセプ

トに比べると、より複雑な利害調整を必要とする社会的なプロセスである。この利害調整

の過程で、様々な政策用語の中からよりコンセンサスの形成に役立っ語が特定の政策コン

セプトを表現するものとして選択されたり、あるいは時代ごとの課題や環境の変化に対応

して政策用語の意味内容が選択的に変化している。この意味で、政策コンセプトの生成は、

「創造」的なプロセスとして把握するよりも、むしろ「進化」をメタファーとして捉える

視点が適合する特質を持っている。

このように政策コンセプトの消長は高度の複雑性によって特徴づけられる進化的プロセ

スと考えることができる。しかしその進化プロセスはこれまで意識的に取り上げられてこ

なかった。これは、コンセプト形成のための知識ないしノウハウが組織や政策担当者個人

の経験知として埋め込まれて（embeded）いるため客観的な方法論として反省される機会
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が少なかったことに起因する。またこのことは、政策立案プロセスに関わる制度的な背景

などと並んで、コンセプト志向の政策が立ち遅れてきた要因をなしていると考えられる。

言い換えれば、政策コンセプトの形成のダイナミクスを何らかの方法で客観的に把握する

ことができるならば、その結果はコンセプト志向の政策立案の推進に資するものと期待さ

れる。

この研究は以上の問題意識に基づき、国レベルでの科学技術政策について、その政策コ

ンセプトがどのように生成され、正当化、普及、定着などの一連の過程を辿ってきたのか

を明らかにしようとするものである。このことは、科学技術政策の歴史を、政策コンセプ

トのダイナミックな進化のプロセスとして捉える視点から再検討することを意味する。ま

た、このような研究の視点は、最終的に我々を新しい政策コンセプトを形成するための条

件ないし方法論の考察へと導くであろう。

2－2．コンセプト進化を何で捉えるか

科学技術政策コンセプトの消長を追跡するという目的のた桝こは、いくつかのデータの

利用可能性が考えられる。

その一つは、科学技術関係予算の文書であり、そこからは、どのような名称の施策が行

われてきたかを網羅的に把握することができる。このような、いわば政策立案プロセスの

出口から得られるタイプの情報には、各種の政策が実際にどの程度の規模で実行に移され

たのかが把握できるという利点がある。しかし、予算関係の文書などに現れる施策の名称

には、しばしばその背後にある政策目標が非常にブレークダウンされた形で表現されてい

るため、元となった政策コンセプトを同定することが困難である場合が少なくない。

もう一つの利用可能なデータは、政策立案プロセスの初期段階において、政策の指針と

して策定される文書である。わが国の科学技術政策については、最高レベルでの政策目標

の設定や基本方針の策定を審議する「科学技術会議」による答申などが、そのような性格

を持ったテキストとして利用できる。科学技術会議の政策文書は、明文化された政策コン

セプトの体系を示しており、我々の研究目的に最も適合した素材になり得ると思われる。

つぎに、政策文書のようなテキストを対象とするならば、それらを客観的なデータとし

て処理するための具体的な方法を選択することが課題となる。我々は、この課題に対して、
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いわゆる科学計量学的なアプローチの応用を考える。

科学計量学（scientonetrics）的アプローチとは、文献のもつ情報を量的に把握すること

を通して、知的活動のアウトプットを定量的に扱おうとする系統的な分析手段であり、科

学技術活動を対象とした量的分析を指す。この量的な分析のなかに、主に文章の中の語の

出現および語の共出現に焦点をあてた「語分析」「共語分析」が存在する。本報告では、手

法としてこの語分析、共語分析を主に用いる。これは、コンセプトは語（wordS）に表出

され（LeydeSdoI塔1989）、かつ文脈（語の共出現）によって分析することができる

（Callon，et，al，1983）という方法論上の根拠から、テキストに表出されるコンセプト進化

をとらえる上で上記の分析が有効な方法論と考えられるためである。

科学計量学の方法論の詳細については次項に詳述するが、この方法論はもともと、論文

やジャーナルなどの知的成果物の分析を通じて発展してきたものである。これに対し、我々

の研究ではそれらを政策文書の分析に応用する。政策文書の分析に科学計量学を応用した

試みは、まだ前例が少ない。そのため、我々の研究は政策研究であると同時に、科学計量

学の新しい可能性を探求することにもなるだろう。
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3．研究の方法

3－1．研究対象

我々が分析の対象とした政策文書は科学技術会議による全答申である。これを分析対

象とした理由は上にも述べたように、1）科学技術会議の答申が日本の科学技術政策の「指

針」としての性格を持ち、明文化された政策コンセプトの体系を示していると考えられる

こと、2）各ステークホルダの利害の調整および海外の動向への対処と展望などもふくめ

て、その時代にめざすべきコンセプトが提示されている文書であると考えられること、の

2つである。

この答申は、科学技術会議が設置された1959年から1997年までの間に、合計23回の

諮問に対して行われている。これらの一覧表を表1に示す。分析においては、これらの全

文を電子化してデータベースとして扱える環境を整えた。

3－2．研究方法

我々が用いた方法は、サイエントメトリクス（科学計量学）分野においてよく用いられ

る共語分析である。本節では、まずサイエントメトリクスという分野を概説し、そのなか

で共語分析のしめる位置について概説し、さらにこのサイエントメトリクス分野の共語分

析と方法論が類似している人文社会科学における内容分析（contents－anaけsis）との異同

について述べる。

1）サイエントメトリクスとは

サイエントメトリクスとは、科学技術活動を定量的に扱おうとする研究一般を指す。人

間の心理を定量的に扱う研究はサイコメトリクス、社会を定量的に扱う研究はソシオメト

リクスと言われるように、科学を対象とした場合にはサイエントーメトリクスということ

になる。サイエントメトリクスという言葉は、D．S．プライスによって提唱され、「科学

の科学（ScienceofScience）のための方法論として確立された。プライスによれば、これ

は、経済学が諸国家の経済とビジネスに対してもつような関係を、科学と技術とに対して

1　5　－



表1．科学技術会議の答申

名　　称 答申年月日

諮問第1号「10年後を目標とする科学技術振興の総合的基本方策について」に対する答申
諮問第2号「昭和35年度における科学技術振興の重点政策について」に対する答申
諮問第3号「国立試験研究機関を刷新充実するための方策について」に対する答申
諮問第4号「科学技術情報の流通に関する基本的方策について」に対する答申
諮問第5号「1970年代における総合的科学技術政策の基本について」に対する答申

諮問第6号「長期的展望に立った総合的科学技術政策の基本について」に対する答申
諮問第7号「エネルギー研究開発基本計画について」に対する答申
諮問第8号「遺伝子組み換え研究の推進方策の基本について」に対する答申
諮問第9号「防災に関する研究開発基本計画について」に対する答申

諮問第10号「ライフサイエンスにおける先導的・基盤的技術の研究開発基本計画について」に対する答申
諮問第11号「新たな情勢変化に対応し、長期的展望に立った科学技術振興の総合的基本方策について」に対する答申
諮問第12号「科学技術政策大綱について」に対する答申
諮問第13号「国立試験研究機関の中長期的あり方について」に対する答申
諮問第14号「物質・材料系科学技術に関する研究開発基本計画について」に対する答申
諮問第15号「情報・電子系科学技術に関する研究開発基本計画について」に対する答申
諮問第16号「科学技術振興基盤の整備に関する基本指針について」に対する答申
諮問第17号「地球科学技術に関する研究開発基本計画について」に対する答申
諮問第18号「新世紀に向けてとるべき科学技術の総合的基本方策について」に対する答申
諮問第19号「ソフト系科学技術に関する研究開発基本計画について」に対する答申
諮問第20号「科学技術系人材確保に関する基本指針について」に対する答申
諮問第21号「先端的基盤科学技術に関する基本計画について」に対する答申
諮問第22号「地域における科学技術活動の活性化に関する基本指針について」に対する答申
諮問第23号「科学技術基本計画について」に対する答申

1960．10．4．

1959．12．2．

1963．7．9．

1969．10．31．

1971．4．21．

1977．5．25．

1978．7．28．

1979．8．9．

1981．7．6．

1984．4．24

1984．11．27

1985．12．3．

1987．8．28．

1987．8．28．

1989．3．14．

1989．12．5．

1990．6．22．

1992．1．24．

1992．12．2．

1994．12．12．

1994．12．12．

1995．11．29．

1996．6．24．



持っ科目、とされる（プライス、1969）。

それでは、科学技術活動を定量的に研究するとは、どのような測定、解析をすることな

のだろう。具体的には、1）論文数分析、2）引用分析、3）共引用分析、4）共語分析

が主な方法論として挙げられる。論文数分析とは、「過去何年かの間に何本の論文を書いた

か」を個人単位あるいは機関単位で分析することを指す。たとえば、ある国、ある研究所、

大学、企業、地域単位の論文数、特許数の時間的推移を調べることがこれに相当する。引

用分析とは、ある期間（citation－window）における引用頻度を調べることを指す。個人単

位、機関単位ごと、専門誌ごとに、出版された論文が出版後引用された回数、場所を調べ

ることがこれに相当する。続いて、共引用分析であるが、これはある論文のセットtAB）

が他の論文に共に引用される頻度を調べることを指す。頻度が高ければ論文Aと論文Bの

間の距離は短い（関連が高い）とし、こうして計算された距離から「科学の地図」（サイエ

ントグラフイー）を作ることがめざされる。さらに共語分析では、1つの文献、節、パラ

グラフ、一文などの単位にある語のセット（A，B）が共に出現する頻度を計算する。頻度

が高ければ、語Aと語B間の距離が短いとして、全体の語の関係や付置を調べることがで

きる。語分析や共語分析においては、対象となる文献の全文が用いられることもあれば、

アブストラクトのみ、タイトルのみを分析対象とする場合もある（たとえば

Leydesdo唯1995，PetersandvanRaan，1993などを参照）。

歴史的には、サイエントメトリクスの創始ともいえるのは、前述したプライスによる、

科学の成長の分析、科学者の生産性の分布や科学者間のコミュニケーションの分析である

（Pdce，1963）。実証的分析を通して、彼は科学の規模（科学者の人口、研究開発費、科

学ジャーナルの数、論文総数）が指数関数的に成長していることを兄いだした。そして資

源の有限性ゆえ、このような指数関数的成長が無限には続き得ない、という問題提起をお

こなったのである。

サイエントメトリクスが、STS（科学技術社会論）の1つのディシプリンとして成立す

るのは、1960年代のSCI（Science－Citation－Index）の整備に大きくよっている。SCI

とは、引用索引のデータベースであり、どの論文がどの論文を引用しているかをデータベ

ース化したものである。SCIが科学活動の定量的研究にとって非常に強力なツールである

ことは、発表後すぐに、科学史家や科学社会学者によって認識された。プライスは1965

年にSCIデータベースを用いた分析を発表している（Price，1965）また科学社会学者マー
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トンは、科学社会学における専門的研究手法の1つとしてSCIの重要性を考察している

（1960，1977）。また彼らは逆にSCIのその後の整備にも貢献し、SCIは現在でもサイエン

トメトリクスの主要なデータソースとなっている。このような強力なツールを得たことも

あり、さまざまな事例研究、すなわち、ある分野においては論文数がどのように変化した

か、引用のされかたの分布はどうかといった研究、あるいは論文数や論文当たりの引用数

（引用度）によって、研究機関の間、あるいは国家間で生産性や効率を比較するといった

研究がなされてきた。1976年には専門誌「サイエントメトリクス」誌が創刊され、2

000年3月現在47巻まで発刊されている。1980年代には、欧州で科学技術関連予

算がタイトになったこともあり、研究評価への応用、すなわち研究費を配分する主体の側

の判断材料として広く使われるようになってきた。これの口火を切ったのが、Madtine＆

Irdhe（1983）の論文である。また1987年には、第1回科学計量学と情報学国際

会議が開催され、2001年には第8回同会議がオーストラリアのシドニーで行われる予

定である。

日本では、例えば科学技術庁による「科学技術指標」や学術情報センターの刊行物にお

いてサイエントメトリックなデータが使われている。また、ガーフィールドが創始した

ISI社（上記SCIを開発し、販売している会社）は、もともとの目的であった科学情報の

検索の便宜をはかるだけでなく、研究の重要性に関するデータを整理して出すようなサー

ビスまで活動を拡張してきた。その代表的なものはジャーナル・サイテーション・レポー

トであり、ここにはSCIによってカバーされる雑誌すべてについて、そのインパクト・

ファクター（掲載された論文が平均何回他の論文によって引用されたか）を始めとするさ

まざまな評価尺度が毎年掲載される。さらに、研究者の相互評価にも、論文本数だけでな

く平均引用度が使われるようになりつつある（Swhbahks，etal，1997）。

2）サイエントメトリクスのなかで共語分析の占める位置

上記のようにサイエントメトリクスは、主にはSCIという強力なツールを用いた論文数

分析、共著分析、引用分析、共引用分析である。これは、1本の論文を分析の単位として

用いるために、論文のなかの知識内容をブラックボックスとして捉え、知識内容や概念の

実態を捉えられていない、という批判が多い（Edge，1979，KnorT－Cetina，1982など）

これに対し、知識内容に入り込み、科学的概念の変遷を追うことを目的とした計量的分

析を考えたのが、Callonたちである（Callon，etal，1986）。Edgeたちの批判は、ともす
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ると計量的方法＝知識内容を扱えない、というものであったが、彼らは、論文を単位とし

た分析を行うのではなく、科学論文のなかで「語」を単位とした分析を行うことにより、

計量的方法を用いながら、知識内容の変遷を追うことに成功したのである。その典型的な

論文はCallon（1983）である。ここでは生化学の論文を対象として、1970年代、19

80年代、と年代を追うごとに科学者の興味の中心がどのようにずれていったか、そして

その興味の中心となる対象の文脈の変化を、専門用語間の距離（1つの文のなかに共出現

する頻度を指標化して計測する）を図示することによって示した。「科学論文の語というも

のは、問題提起のネットワークとしてみることができ、これは1つのアクター・ネットワ

ークを表す」（Law，1986）。これを政策用語に応用すれば、政策文書の語というものは、政

策における問題提起のネットワークとしてみることができ、これはその時代の政策に関与

する主要行為者の社会政治的ネットワークとしてみることができる。

政策文書の分析に計量書誌学的アプローチを適用した先行研究には、Callon，et

d．（1991，a）がある。しかし、そこでは政策といっても予算配分の指針に関するアブストラ

クトを対象としている。政策文書のフルテキストを対象とした分析は、本研究がはじめて

の試みである（Fl毎igaki＆Nagata，1998）。

3）内容分析（contents－analySis）との対比

さて、上記のようにサイエントメトリクスという分野においてCauonたちが開発した

共語分析の手法は、人間科学においてよく使われる「内容分析」と手法が酷似している。

ここではそれらの異同についてまとめる。

内容分析とは、コミュニケーションでやりとりされる情報内容（メッセージ）のうち、

特に手紙や書籍、新聞記事など、書かれた結果である「テクスト」を、ある一定の仮説の

もとに客観的に分析する手法のことを呼ぶ。社会科学において内容分析とよぶ場合、以下

の内容を整えている必要がある（橋本，1998、Berelson、1952）。1）分析対象自体が観察

可能で明示的で具体的なものでなければならない。行間の含意の分析や、録音も文字化も

されていない講演内容の記憶による再生分析や、映像や画像の分析は、内容分析とは言わ

ない。2）分析は、分析者や分析時期が異なっても同じ結果が再現される、再現可能性が

保証されていなくてはならない。3）分析単位が明確で、一定の分類・判断基準によって

分析作業が行われる必要がある。分析者の思いこみに都合のよい部分だけを取り出したも

のであってはならない。
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このように内容分析は、もともとコミュニケーション分析から発達しているため、「客観

的かつ体系的に、明示的なメッセージの個々の特徴を明らかにすることにより、いくつか

の推論を行う技術である」とされる（HoIsti，1969）。内容分析の歴史を顧みると、まず社

会学的関心から新願記事のテーマ分析がおこなわれ、その後文学の領域において、文の長

さや動詞、接続詞の使用頻度に着目し、作者の同定などに応用されるような内容分析がお

こなわれた。1930年代からは世論や国民の関心に関する政治学者による調査もおこな

われるようになった。各国のよく読まれる新聞の国家的シンボルの比較研究などである。

またプロパガンダ技術の分析のためにも、おおいに用いられた。

内容分析はこのように、社会学、ジャーナリズム研究のみではなく、文学、政治学、心

理学、社会心理学、文化人類学などで用いられている。

このようにしてみると、Canonらが行った科学論文に対する共語分析は、以上の社会科

学における内容分析と手法が酷似していることが示唆される。ここで、サイエントメトリ

クスの文脈のなかでの共語分析と、内容分析との違いをまとめる。まず第一に、Callonら

のおこなった共語分析が、あくまで科学論、つまり科学知識内容の変遷をどのように捉え

るかという視点から行われたのに対し、内容分析がメッセージ分析をメインとしたもので

あることである。また、Callonたちがあくまで科学的概念にこだわったのに対し、内容分

析においては、分析単位は語である必要はなく、シンボル、文またはパラグラフ、媒体に

応じたメッセージの最小単位（記事、ニュース項目など）、メッセージ全体（一日の新聞、

1つの番組など）が分析目的によって援用される。さらに、サイエントメトリクスの文脈

からでてきたCallonたちの分析が常に数量化を考えるのに対し、内容分析は必ずしも量

的なものに限定されないという特徴がある。内容分析と科学社会学の関係の前史について

は、この研究手法が米国においては、マスコミ研究から科学社会学に1930－40年頃

伝播したのに対し、欧州では現役の科学者、科学史家、書誌学者、統計学者らによって用

いられていたこと、また当時、数量的な研究のための専門誌がなかったために、科学史や

科学社会学の研究手法の1つとして、数量的な内容分析を活用する新しい知的伝統の形成

には至らなかったこと、などがマートン（1977）によって指摘されている。

このようにしてみると、本報告書による手法は内容分析の方法に非常に似ているが、参

考とした先行研究の文脈からいうと、サイエントメトリクス、つまり科学的文献に対する

数量的把握を目的とした手法の応用のほうに近いと考えられる。
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3－3．分析プロセス

1）データベース化

科学技術会議の答申23回分（1959年から1997年まで）の全文を電子化し、データベ

ースとして扱える環境を整えた。

2）語の検出

上記の共語分析の手法を適用する上で、まずデータベース化された文章のなかから、語

（word）を単位として取り出さねばならない。欧文の場合、語と語の間にはブランクが存

在するが、日本語にはこれが存在しないため、ある種の規則を用いて、文中から語を取り

出す必要がある。日本語解析プログラムが普及しつつあることも事実である（例：京都大

学大学院工学研究科を中心とするメンバによって開発された日本語形態素解析システム

JUMANなどがこれに相当する。）が、本研究の分析実行時点においてはこれらは利用可

能な状態ではなかったため、一定の規則を用いて単語の検出を行った。まず句読点を検索

し、その句読点までを1つの文字列とした。さらにこの文字列を漢字および仮名のパタン

および助詞助動詞によって文節に区切った。判別に用いた助詞、助動詞、および単語検出

の基本についての情報を巻末の付表1に添付する。

3）話の頻度分析

まず、政策コンセプトの進化プロセスは、頻繁に使用される政策用語の時系列的な変化

をたどることによって客観的に追跡できるはずである。この作業仮説に基づき、上記のデ

ータベースを用いて政策用語の頻度分析を実施した。その際、表1にみられるように、過

去の答申の中には特定の科学技術分野の研究開発基本計画の諮問に対するもの（7、8、

9、10、14、15および17の各号）があるが、それらは今回の分析の対象からは除

外した。ただし、諮問第19号「ソフト系科学技術に関する研究開発基本計画について」

に対する答申は、ソフト系科学技術というカテゴリーを示す用語が、科学技術分野の単な

る名称ではなく、一つの政策コンセプトに対応しているため、分析の対象に含めることと

した。したがって、次節以下に述べる頻度分析の結果は、上の7つを除く16回分の答申

に関するものである。
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政策用語の出現頻度分析においては、科学技術の政策コンセプトを表す用語45語と、

政策的な価値判断を明示的ないし潜在的に表す語（これを評価語と呼ぶ）23語の計68語

を設定し、それらが各答申の中で出現している頻度を計測した。この68語の設定に当た

っては、出現頻度が高くなると予想される語（各答申の目玉となった政策コンセプトに関

連する語など）を選択的に取り上げた。68語の具体的内容は、第4章の表2に示した通

りである。

分析の客観性を高めるた桝こは、対象とする語を予め指定するのではなく、単語として

検索できる全ての語の出現頻度を計測することが望ましいが、本報告書の解析においては

この68語にしぼった解析をおこなった。また、今回試みた分析には、テキスト全体の長

さが語の出現頻度に及ぼす影響を考慮していないという課題が残されている。この課題に

対応するためには、テキスト全体の語数によって出現頻度データを正規化する必要があろ

う。我々は語数の代わりに文字数を用いてデータの正規化を試みたが、以下に述べる分析

結果については、正規化データからもほぼ同様の傾向が認められた。以上の分析結果を第

4章にまとめる。

4）因子分析

前節の語分析では、個々の政策用語の出現頻度パターンが抽出され、また政策用語の頻

度ランキングによって各答申の特色を明らかにすることができる。しかし、それらの政策

用語の背後にある基本的な政策志向ないし政策のキーコンセプトを、頻度分析のみから直

ちに議論することはできない。そこでわれわれは、分析対象とする語を出現頻度の高い57

語（前述の政策コンセプト用語のうち、頻度3回以下のものをカットし、評価語では頻度

10回以下のものをカットした）に絞り込み、それらの出現頻度データを用いて因子分析

を行った。この分析結果から抽出される共通因子は、同一の答申の中で共出現する政策用

語のグループに関連しており、各グループの背後にあるキーコンセプトを反映していると

考えられる。

ここでは固有値3．0以上の共通因子を抽出し、その因子の意味と因子得点の傾向につい

て検討した。結果は第5章にまとめた。

5）共出現分析

さらに、政策用語が用いられる文脈の変化を追跡するために、語の共出現分析をおこな
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った。これは第2章で概説した共語分析に相当する。われわれは、まず代表的な政策用語

12語を選択し、各語と同一センテンス内で共出現する全ての単語を検索した。分析対象と

した答申は、最初の総合的基本方策についての答申である1号答申（1960）、「新たな情勢変

化に対応し、長期的展望に立った科学技術振興の総合的基本方策」についての答申である

11号答申（1984）、および科学技術基本計画の策定に際して行われた23号答申（1996）で

ある。

英語分析における共出現の強さの指標として、つぎのようなJaccard係数（関連性尺度）

を用いた。

Eij＝（F毎／Pi）・（P毎／巧）

ここで、Piは語iが各答申中に出現する頻度。

巧は語jが各答申中に出現する頻度。

F毎は語iと語jが各答申中に共出現する頻度。

ただし、一般的な助詞、助動詞などは、この指数の値が大きくても選択対象から除外し

た。なお、共出現の測度としてのJaccard係数の応用については、Callon，etal．（1991，b）

を参照されたい。以上の共語分析の結果は、第6章6－1，6－2節にまとめる。

これら関連性尺度を用いた分析のほか、共出現マトリクスを用いた分析もおこなった。

つまり、語iと語jが出現する関連性尺度Eijを行列の要素としてもつマトリクス（E）を

作成し、これに対する因子分析を行った。この共出現マトリクス分析は、第1号、11号、

18号、23号の答申に対して選択的に行い、これらすべての答申について固有値3．0以

上の因子を抽出した。その結果、1号答申については10因子、11号答申については1

5因子、18号答申については11因子、23号答申については11因子が抽出された。

この結果を大学と国研の関係を中心にまとめたものを6－3節にまとめる。

以下、本報告ではこれらの分析結果を示し、政策研究における科学計量学的アプローチ

の応用可能性について考察する。
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4．政策コンセプトの出現と消長　～出現顔度分析より

以下に政策用語の出現頻度分析の結果を示す。これは、科学技術の政策コンセプトを表

す用語45語と、政策的な価値判断を明示的ないし帯在的に表す語（これを評価語と呼ぶ）

23語の計68語を設定し、それらが各答申の中で出現している頻度を計測した結果である。

これらの結果より、この40年間の政策コンセプトの出現と消長の傾向を読みとることが

できる。

表2の計測結果が示すように、我々が選択した語の中では、「情報」、「総合」、「人間」、

「国立試験研究機関」、「エネルギー」等の出現頻度が高くなっている。「情報」という語は、

単独で使用される以外に、他の語と結びついて別の単語（例えば「科学技術情報」、「情報

技術」など）を構成することが非常に多いことから、出現頻度が突出している。また、「総

合」という語は、科学技術会議における審議が、国全体としての科学技術政策の基本指針

をまとめるものであるため、頻繁に用いられている。このように、常に相対的な出現頻度

が高い語を除くと、語の出現頻度分布にはいくつかのパターンが存在することが分かる。

一つは、ある間隔をおいて繰り返し出現頻度の高くなる語群である。これらの語群の周

期的出現パタンは、語の表す政策課題などが周期的に主要なアジェンダとして取り上げら

れていることを端的に示している。その典型的な例の一つは、「国立試験研究機関」である。

この語の出現頻度は、国立試験研究機関のあり方が取り上げられた諮問第3号と13号に

対する答申で突出しており、科学技術基本計画についての諮問（第23号）に対する答申

でもやや高くなっている。「創造」、「基礎研究」などの語も、出現頻度の高くなる時期が繰

り返し訪れている（図1）。

二つめのパタンは、出現頻度が周期的でなく、単峰的なブームが観測されるものである

（図2）。例えば、「エネルギー」という語の出現頻度は、石油危機以降の総合的基本政策

の諮問に対する二つの答申（第6号および第11号）で著しく高くなっている。また、「生

産性」は第1号答申では頻繁に用いられた語であるが、その後の出現頻度は顕著に低下し、

第12号答申以降はほとんど用いられていない。この点は、主要な政策の関心事が既存技

術による経済成長の達成から新技術の開発へとシフトしたこと、あるいは科学技術政策が

次第に産業政策のフレームから独立していった経緯を反映しているものと考えられる。い
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わゆる技術摩擦が顕在化した1980年代末には、「知的所有権（または知的財産権）」とい

う語が初めて出現している。このように、単峰型の出現頻度分布を持つ政策語の消長には、

科学技術をとりまくマクロな環境要因の変化が関わっているケースが多い。

また図3に、この分析期間に創出された主なコンセプトの出現の様子を図示した。

「COEJ「地域における科学技術振興」「産学官連携」といったコンセプトがそれぞれ、

1992年（第18号答申）、1995年（22号）、1996年（23号）を中心に出現し、継続（あ

るいは消長）していった過程を捉えることができる。

以上は個々の語の時系列変化から指摘できる特徴である。

つぎに各答申ごとの特徴を明らかにするた桝こ、語の出現頻度ランキングを答申別にま

とめてみた。表3に示す結果は、各時期における科学技術政策のカラーを端的に表してい

る。これを、個別の語の時系列変化と関連づけてみると、いくつかの興味深い点が指摘で

きる。

例えば、「国立試験研究機関」のあり方が示された第3号答申と第13号答申を比較する

と、両者のカラーは明らかに異なっていることが分かる。すなわち、第3号答申では「国

立試験研究機関」に次いで「総合」、「基礎研究」、「重点」、「生産性」といった語の出現頻

度が高くなっているのに対して、第13号答申では「国立試験研究機関」の出現頻度は第3

号と同じく88回であるが、これに次いで出現頻度の高い語は、「基礎的・先導的」、「創造」、

「研究環境」、「研究評価」となっている。国立試験研究機関のあり方をめぐる議論は、こ

の二つの答申を隔てる四半世紀の間に、「基礎研究」の充実という目標を「基礎的・先導的」

で「創造」的な研究の推進へと置き換えると同時に、そのための具体的な方策の検討課題

を「研究環境」や「研究評価」に絞り込む程度に、認識の進化を経験したと見ることがで

きる。また、第23号答申では国立試験研究機関における「研究支援」の問題や「競争」

的環境の導入などが盛んに議論されている。

一方、近接した答申の間では、ほとんど特徴的な差異が見受けられない場合もある。例

えば、前述の石油危機以降の総合的基本政策の諮問に対する二つの答申（第6号および第

11号）の間隔は7年間であるが、両者の頻出語は順序は異なるものの上位5項目まで共通

しており、政策課題のプライオリティがほとんど変化していなかったことが窺える。
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表2　政策用語および評価語の答申別出現頻度分布

（単位：回）
1号　2号　　3号　4号　5号　6号　11号　12号　13号　16号　18号　19号　20号　21号　22号　23号　頻度合計

情報　　　　　　　　　　　　　　245
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4　　　65　　　7　　　5二！　　舶
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エネルギー　　　　　　　　　　　33
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安全　　　　　　　　　　　　　　24
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円滑　　　　　　　　　　　　　　20

廠・、ミ　　　　　　　　　　　　　　2ll　　三

基礎研究　　　　　　　　　　　　Il
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2　　　1　　　5　　　4　　　1　　　2　　　1　　日　　　111

22　　　5　　　3　　　　　　　　2　　12　　　　1糾

、噌慧謡慧割譲 ー4；邸終互感
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表3．主な答申における語の出現頻度ランキング

1位　　　　　　　　　2位　　　　　　　　　3位　　　　　　　　　4位　　　　　　　　　5位
第1号情報（245）
第3号国立試験研究機関（88）
第4号情報（421）
第5号情報（124）
第6号情報（84）
第11号情報（115）
第13号国立試験研究機関（88）

第16号情報（75）
第18号情報（35）

第19号人間（110）
第20号情報（48）
第21号情報（33）
第22号情報（70）

第23号情報（48）

総合（110）

総合（65）
国際協力（16）
総合（52）

生産性（62）

基礎研究（33）

円滑（14）

プロジェクト（46）
エネルギー（78）　　　安全（72）

人間（90）　　　　　　総合（84）

基礎的・先導的（20）　創造（7）

知的所有権（18）　　　研究支援（17）

人類（24）　　　　　　人間（23）

ソフト系科学技術（55）情報（43）

創造（41）　　　　　　知識（28）

人間（25）　　　　　　知識（24）

国立試験研究機関（30）

ネットワーク（30）

国立試験研究機関（41）円滑（23）

エネルギー（33）　　　競争（27）

重点（20）

知識（10）

人間（39）
総合（46）

エネルギー（76）

研究環境（6）

研究評価（6）

ネットワーク（9）

国立試験研究機関（22）

基礎研究（22）

知識（25）

研究支援（23）

総合（19）

創造（14）

生産性（9）

総合（7）

ライフサイエンス（25）
人間（22）

安全（制）

国立試験研究機関（8）

総合（16）
人間（17）
安全（10）
総合（12）

研究支援（19）　　　　競争（18）

注：0　内は出現回数を示す。



5．日本の科学技術政策のキーコンセプト　～因子分析結果より

5－1．抽出因子

前節で述べた語頻度分析のレベルでも、政策文書を対象とする科学計量学的アプローチ

は、政策コンセプトの変遷に関する多様な情報を提供している。しかし、単純な頻度分析

は政策用語を個別に分析対象とするものであるため、この分析結果からは、それらの政策

用語の背後にある基本的な政策志向ないし政策のキーコンセプトを直ちに議論することは

できない。前節で触れたように語の出現頻度ランキングのパターン（頻度の高い語のグル

ーピング）は答申ごとに大きく異なる場合があり、その差違は、上位ランクの語を統括す

るキーコンセプトの進化を示唆しているものと考えられる。この点を明らかにするために、

われわれは分析対象とする語を出現頻度の高い57語に絞り込み、それらの出現頻度デー

タを用いて因子分析を行った。この分析結果から抽出される共通因子は、同一の答申の中

で共出現する政策用語のグループに関連しており、各グループの背後にあるキーコンセプ

トを反映していると考えられる。

固有値1以上の共通因子は6個抽出された。表4にその分析結果を示す。キーコンセプ

トはつぎのように定義できるであろう。まず、第1因子は「知的ストック」、「科学技術系

人材」などの政策用語と強い相関を示しており、知的資源の拡充というコンセプトを表す

ものと考えられる。第2因子は「任期制」、「産学官連携」、「フェローシップ」など、研究

開発システムの柔軟化を促進する政策に関連している。第3因子は「研究評価」、「公共財」、

「国立試験研究機関」など、国が行う研究開発の公共性に関連する政策用語と強い相関を

示している。第4因子は「ソフト系科学技術」、「生活環境」など、科学技術と社会とのイ

ンターフェースを議論する際に用いられる政策用語に関連している。第5因子は、「国際」

という語を含む政策用語の共通因子であり、科学技術の国際化への対応という政策コンセ

プトを表している。また第6因子は、「知的所有権」、「研究支援」、「ネットワーク」など、

研究開発基盤ないし制度面の整備に関連する政策課題を示していると考えられる。

まとめると、

第1因子：ResourCe：資源

第2因子：System：システム

第3因子：Pllblicity‥公共性
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第4因子：STS：科学技術と社会

第5園子‥Intemational：国際

第6因子：Institlltional－SuppOrt：制度的支援

となる。

5－2．因子得点の変化

これら因子のスコアを答申ごとに集計した結果を図4に示す。第1因子「資源の拡充」

と第3因子「公共性」では18号答申と23号答申におけるスコアが著しく高くなってい

る。この点は、「科学技術政策大綱」（平成4年閣議決定）のために行われた18号諮問へ

の答申「新世紀に向けてとるべき科学技術の総合的基本方策について」の中で打ち出され

たキーコンセプトが、その後、「科学技術基本計画」（平成8年閣議決定）を策定する際に

継承されていったことを反映したものと考えられる。

このように、政策用語の因子として抽出されるキーコンセプトは、時代ごとの政策論議

の文脈とその前後関係を明らかにする上で、有効な指標として用いることができる。
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表4　政策用語に関する因子分析結果

（バリマックス回転後の因子負荷量）

因子1　因子2　　因子3　　因子4　　因子5　　因子6

固有値　　　　　　9．8882　　8．8631　5．3753　　4．7453　　4．3373　　3．8360

寄与率（％）　　17．3　　15．5　　　9．4　　　8．3　　　7．6　　　6．7

因子1　　知的ストック

リソース　　社会経済基盤

科学技術系人材

センダ・オブ・工クセレンス

ー0．9345　　0．0174

－0．9228　－0．2586

－0．9191　－0．2648

－0．8603　－0．0020

0．0978　－0．0144　　0．0885　　0．1078

0．0668　－0．00447　0．0821　－0．0440

0．0434　－0．0047　　0．0285　　0．1310

0．0942　－0．1703　　0．0708　　0．227g

因子2　　　任期制

システム　　フェローシップ

産学官連携

メガサイエンス

ー0．0531　胃0．9040　　0．1234

－0．4620　－0．8419　－0．0522

－0．1045　－0．8452　－0．0485

－0．4652　－0．8191　－0．0252

0．0223　－0．0660　－0．0108

0．0074　　0．0147　　0．0300

－0．1131　－0．0432　　0．2788

－0．0019　　0．0110　－0．0287

因子3　　　研究評価

公共性　　　公共財

国立試験研究機関

公的部門

－0．0195　胃0．0095　　0．9313

－0．0084　　0．0439　　0．8861

0．0477　－0．1807　　0．8855

0．0498　　0．2897　　0．0719

0．0521　－0．1673　　0．2414

0．0503　－0．1606　－0．0321

－0．3799　　0．0322　　0．8275　　0．0248　　0．3391　－0．0003

国子4　　　ソフト系科学技術　0．0667　0．0398　－0．0063　－0．8723　0．0320　－0．0063

STS　　　強調　　　　　　　－0．0850　　0．1457　－0．1028　－0．8678　－0．0871　－0．0119

生活環境　　　　　－0．1191　0．0859　－0．0365　－0．8485　－0．0128　－0．1534

安心　　　　　　　－0．2613　－0．3319　－0．0174　－0．8350　　0．0258　　0．0231

因子5　　　国際化

国際性　　　国際交流

独創

国際共同

0．0297　　0．0636

0．1894　　0．0583

－0．1751　－0．3354

－0．3813　－0．5728

0．1227　　0．1414　　0．3467　　0．1981

0．0533　－0．2172　　0．8188　　0．1170

0．1299　－0．1126　　0．7300　－0．1387

0．0659　－0．0075　　0．6186　－0．0337

因子6　　　知的所有権

制度　　　研究支援

ネットワーク

0．0028　　0．0294　　0．0250　　0．1396　－0．0601　0．7283

－0．2301　－0．2918　　0．2044　　0．1937　－0．1261　0．7166

0‥0295　－0．3535　－0．1245　－0．1816　　0．0396　　0．6570
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6．政策コンセプトの進化　～共語分析結果より

政策コンセプトの進化は、ある政策用語がどのような語とともに語られるかを調べるこ

とを通して、分析することができる。コンセプトというものが代表的な政策語、あるいは

その政策語のまわりの他の語のネットワークによって表象されるためである。ここで後者

の語ネットワークとは、単純な語分析によっては追跡することができないが、政策文書の

文脈（コンテキスト）を追うことによって調査することができる。語間の距離を定量化す

る共語分析は、このコンテキストの変化を追跡することができる手法である。前節で述べ

た因子分析は、同一答申内における政策用語の共出現関係に着目したデータを使用してお

り、その意味では共語分析のバリエーションとなっている。本章では、文（センテンス）

を単位とした共語分析を行い、より直接的に各政策用語が使用される文脈の特徴を明らか

にすることを試みた。

われわれは、まず代表的な政策用語12語を選択し、各語と同一センテンス内で共出現

する全ての単語を検索した。分析対象とした答申は、最初の総合的基本方策についての答

申である1号答申（1960）、「新たな情勢変化に対応し、長期的展望に立った科学技術振興の

総合的基本方策」についての答申である11号答申（1984）、および科学技術基本計画の策

定に際して行われた23号答申（1996）である。ここでは、「科学技術」と「研究開発」とい

う語に関する分析結果を主に取り上げる。6－1ではベン図による分析、6－2では関連

性尺度（Jaccard係数）を用いた分析、6－3では共出現マトリクスを用いた分析結果を

示す。

6－1．ベン図による解析

図5には、各答申において「科学技術」と共出現する主な語を示した。まず、三つの答

申のいずれにおいても「科学技術」と共出現する語は117語あり、それらの内訳をみると

「発展」、「高度化」といった上昇志向を表す語が、1号答申以来一貫して科学技術振興の

基本的なスローガンとして用いられてきたことが分かる。

一方、二つの答申に共通して「科学技術」と共出現する語のパターンは、文脈の大きな

変化を表している。例えば、11号答申と23号答申では科学技術と人間・社会とのイン
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クーフェースに関連する語が出現しているが、1号答申ではこのような共語関係はみられ

ず、インターフェースをめぐる議論が早くとも80年代に始められたものであることが窺

える。年代的に離れた1号答申と23号答申の間でのみ確認できる「科学技術」との共語

は、「現状」、「成果」などの極めて一般的な語であり、そこから両答申に共通する政策論議

の文脈を見出すことはできない。

特定の答申でのみ共出現する語は、その答申に固有の表現か、または導入された新機軸

の政策コンセプトに関連している。例えば、1号答申における「科学技術者」という表現

は、その後の多くの答申では「研究者」、「技術者」などの語に置き換えられており、11

号答申における「基礎的研究」という語は前後の答申では慣例的に「基礎研究」と表現さ

れている。これらの表現上の特徴が、実質的な意味内容の変化を伴うものであったのかど

うかは、当該の語を中心とした共語分析によって解読する必要があろう。一方、23号答

申でのみ共出現している「地域」のような例については、いかなる類語も他の二つの答申

では共出現しておらず、比較的近年に導入された新機軸の政策コンセプトに関連している

ことが分かる。

図6には「研究開発」と共出現する主な語を示した。ここでは、以下の点が指摘できる。

まず、「科学技術」に関する共語分析の結果と同様に、いずれの答申においても「研究開発」

と共出現している語は、「高度化」のような上昇志向を表現する語である。11号答申と2

3号答申で「研究開発」と共出現している語には、「産学官」、「システム」などの仕組刹こ

関する語がみられる。1号答申と23号答申で共出現している語は、「方向」の1語のみ

であり、両答申の間で研究開発関連施策の文脈が大きく異なっていることが窺える。共出

現語の少ないことから、逆に答申間の距離が大きいことが判断されるのである。

特定の答申でのみ共出現している語は、それぞれの答申が行われた時点での研究開発関

連施策の主要なイシューをよく反映しているように見える。1号答申では、「発電」、「エネ

ルギー」などの個別の研究開発課題に関する語が共出現している。11号答申では、「異分

野」、「学際化」、「競争原理」などの語によって、研究開発そのものを効果的に推進するた

めの方策が議論されていたことが窺える。また、23号答申では、「科学技術創造立国」と

いうビジョンや、「新産業」の創出、「経済フロンティア」の開拓などの目標に向けた政策

手段として研究開発関連施策が議論されたことが分かる。

このベン図による分析は、共出現語の多少を見ることを通して、答申間の距離の近遠を

議論することを可能にしている。共出現分析を用いた、一種の答申評価であると考えるこ
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図5　「科学技術」と共出現する語

1号答申

図6　「研究開発」と共出現する語

1号答申

ー26－



とができる。

6－2．関連性尺度による分析

次に、共出現の強さの指標として関連性尺度（Jaccard係数）を用いた結果を、表5に

示す。これは、一文に共に出現した語Aと語B間の関連は高いとし、この傾向を数値化し

て尺度化したものである。まず「科学技術」という語は、1960年には「進歩」という

語とともに語られるのに対し、1984年には「人間」「社会」「発展」という語とともに

語られるようになり、また1996年には「社会」および「理解」という語とともに語ら

れていることが読みとれる。この結果は、6－1節のベン図によって指摘された結果を、

さらに定量的に確認できたことを示している。「科学技術」をめぐる社会の状況の変化や、

科学技術にこめられる期待や必要性の変化を端的に表していると考えられる。

続いて「基礎科学」であるが、1960年には「応用科学」という語とともに、対語と

して使われている。ところが1996年には、応用科学の対立語としての使用よりも、「共

用」という語とともに語られていることがわかる。さらに「研究開発」であるが、196

0年に「発展」とともに語られているのに対し、1984年には「強化」、1996年には

「確立」「発展」「利用」「強化」そして「競争的資金」といった語とともに語られるように

なっている。

このように関連性尺度を用いた分析結果から、各基本コンセプトをめぐる社会の状況変

化が、語のネットワークの変化として表れていることが示唆される。

6－3．共出現マトリクスの因子分析

続いて、共出現マトリクスを用いた分析の結果を示す。これは、語iと語jが出現する

関連性尺度E毎を行列の要素としてもつマトリクス（E）を作成し、これに対する因子分

析を行ったものである。この共出現マトリクス分析は、第1号、11号、18号、23号

の答申に対して選択的に行い、これらすべての答申について固有値3．0以上の因子を抽出

した。その結果、1号答申については10因子、11号答申については15因子、18号
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答申については11因子、23号答申については11因子が抽出された。この結果を表6

に示す。

表6は、共出現する語のかたまり（グループ）を、因子として抽出した結果と考えられ

る。第1号答申では、「（科学技術の）適用・理解」「知識の増強」「高度化」「大学と研究機

関」「研究体制」「情報の拡大化と細分化」「（研究）態勢」「国の内と外」といった因子が抽

出されているのがわかる。これが第1号答申において語られた語のグループの構成である。

これに対し、四半世紀をすぎた11号答申になると、「独創性」「創造性」の因子、および

「科学技術と人間、理解と調和」（第4因子）というグループが発生しているのが読みとれ

る。「国際社会への積極的（参加）」（第5因子）というグループ、あるいは「領域連携」（第

8因子）というグループが出現しているのも特筆すべきことであろう。

さて、第18号答申になると「情熱、夢、育成」（第1因子）「評価」（第6）、「競争的」

（第7）という因子も発生してくる。第23号答申になると、第11号で見られた「人間・

理解・調和」因子が第18号の第8因子をへて、第1因子として抽出されている。さらに

23号では、「任期・任用」「外部確保・活用」といった人材の流動性に関連する語のグル

ープが登場してくるのも特徴であろう。また、第11号答申においては「領域」間の「連

携」であったのが、「地域」の「連携」（第5因子）という形で捉えられているのも1つの

特徴である。

さらに、上の結果を特に大学と国立（試験）研究機関との関係に注目して追ってみよう。

まず、1960年には「大学」と「国立研究機関」はともに同じ因子を形成し、「発揮」「特

色」とともに語られている。これに対し、1984年にこの2つは別の因子に分かれ、「大

学」は「資源」という語とともに、「国立試験研究機関」は「効率」という語とともに語ら

れるようになる。ところが1989年にこの2つは再び1つの因子を構成するようになり、

「役割」という語と共出現するようになる。さらに1996年に再び「大学」と「国研」

は2つの因子に分かれる。このとき、「大学」は「競争」という語とともに、「国立試験研

究機関」は「貢献」という語とともに語られるようになるのである。

この結果については、主に5，6号答申の形成プロセスにかかわった人物に対するイン

タビューから、確かに1989年の第18号答申において、「大学」と「国研」を1つのシ

ステムとしてとらえ、それをベースに施策を再考したプロセスが存在したことが示唆され

た。図7はこの傾向をよく表現している、との意見を得た。このことについては第7章に

おいて再びふれることとする。本結果は、そのような答申作成作業にかかわった作成者の
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意図を、目に見える形で表現することにある程度成功していると考えられる。
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表5：同一文中に共出現する詩に対する関連性尺度を用いた、基礎概念の変化
ここで、関連性尺度の定義は以下の通りである。（Callon，et．al．1991）

ElJ　＝　Fl］／Fi　＊　Fi］／Fj

ここでFiは語iが出現するセンテンスの数、Fjは語jが出現するセンテンスの数、Pbは語iと語jが1

つのセンテンスに共出現したセンテンスの数である。Eわを答申ごとに計算し、1000倍した値を表にした。

（a）科学技術

No．1（1960）　　　No．11（1984）　　No．23（1996）

歩
和
展
済
会
間
解
育

進
調
発
経
社
大
理
教

）

　

）

　

　

）

　

　

）

　

　

）

　

　

）

　

　

）

　

）

1

　

2

　

3

　

4

　

5

　

6

　

7

　

8

4

0　0　2　0　1　0　2　31

44114121651

匝）基礎科学

377312630

1

No・1（1960）　　No．11（1984）　　No．23（1996）

1）応用科学
2）社会的諸問題
3）経済的貢献
4）共有
5）バランス

6）技術基盤

8　0　0　0　0　1

4　1　1　0　0　3 7　0　3　4　3　0

1

（C）研究開発

No・1（1960）　　No．11（1984）　　No．23（1996）

1）利用
2）強化
3）確立
4）発展
5）競争的資金

6　1　0　9　0

1

1　4　2　0　0

5　4　6　7　2

30



表6　共出現マトリクスへの因子分析結果

（川」マックス回転後の因子負荷量）

国子　諮問第1号　　　　諮問第11号　　　　諮問第18号　　　　諮問第23号

0

　

3

　

3

　

0

U

5

1

　

4

9

　

伯

　

4

2

0

0

0

0

一一一一一一一芸－．蒜

1第 改良　0．629

現象　0．478

独創性0．459

情熱　0．駈1　　　　理解　0．762

夢　0．8の　　　　　増進　0．719

育成　0．6伯　　　　　生活　0．6引

調和　0．糾9

人間　0．595

第2　増強　0．592

図書館0．496

技術者0．533

大学院0．502

大学　0．496

人材　0．427

交流　0．706

組織　0．6∞

研究者0．497

競争的資金0．的2

多様　0．駈2

大学　0．21

第3　技術　0．亜7

科学　0．413

高度化0．309

不糊支術0．432

創造性豊0．370

大学　0．53　　　　　任用　0．9∞

国立試験研究機関0．527　任期　0．9釦

役割　0．494

第4　発揮　0．伯7

特色　0．402

大学　0．勤4

国立研究機関0．121

調和　0．573

人間　0．515

理解　0．417

創造性0．699　　　　　滴養　0．592

研究環境0．6肪　　　　能力　0．511

発揮　0．524　　　　　発揮　0．4駈

第5　研究機関　0．499　匡際社会0．595　　　　回　0．6糾　　　　　地域　0．612

研究体制　0．359　積極的　0．413　　　　拡大　0．361　　　　連携　0．的9

第6　情報　0．462

細分化0．420

拡大　0．339

食料　0．760

資源　　0．708

分野　　0．封7

適切　0．501　　　　外部　0．34

研究者0．367　　　　　確保　0．乃8

評価　0．訴7　　　　　活用　0．割6

第7　態勢　0．418

開拓　0．354

水準　0．311

効率化　0．517

制約　0．367

国立試蹄折究機関0．275

多様　－0．3羽

競争約－0．311

人類　0．蚕氾

貢献　0．4缶

国立試験研究機関－0．2糾

第8　外国　0．356

国内　0．30

国際的0．253

領域　0，570

連携　0．450
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7．考察

本章では、語分析ないし共語分析により得られた知見と、科学技術会議の発足前後から

近年に至る科学技術政策史との対応関係をみる。また、本研究で試みられた政策語の分析

が、今後の政策研究と政策立案に対して持つインプリケーションについて考察する。

7－1．科学技術政策史との対応

戦後日本の科学技術政策史をどのように捉えるかは、それ自体が大きな研究課題として

残されている。科学技術史については多くの先行研究が行われているものの、政策に焦点

をおいた歴史研究は少ない。ここでは、差し当たり科学技術政策研究所の監修による『日

本の科学技術政策史』（1990）に従って、おおまかな政策史の流れを把握しておくことに

したい。同書（以下『政策史』と言う）は、科学技術会議の設立前後からの歴史について、

以下のような時期区分を行っている。

・科学技術振興政策の体制の整備（1955年より59年まで）

・技術格差の解消と自主技術の開発（1960年より69年まで）

・調和の科学技術（1970年より79年まで）

・新たな価値の創造（1980年より84年まで）

・協力と競争（1985年以降）

上記のように『政策史』が編纂された時点では1985年以降が一括されているが、われ

われは少なくとも科学技術基本法の成立した1995年以降を新たな時期区分として加える

ことができるであろう。

以下、各期ごとの特徴と政策語の対応関係を追ってみる。

（1）1955年～59年

『政策史』は、この時期を「科学技術振興体制の整備」が行われた時期として特徴づけ、

科学技術庁の発足（1956年）、科学技術会議の設立（1959年）などに言及している。設立

されて間もない科学技術会議は、第1号「10年後を目標とする科学技術振興の総合的基本

方策について」および第2号「昭和35年度における科学技術振興の重点施策について」

という二つの諮問を59年中に受けて審議を行い、1号答申は翌60年に提出され、2号答

申は59年末に提出された。
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これらの答申のうち1号答申には、「総合」、「生産性」などの語が頻出しているという特

徴がみられた。「総合」という語は、もともと1号答申がはじめての「総合的基本方策」を

審議したものであることから、頻出する必然性が理解できる。その後も総合的方策が議論

された6号答申や11号答申において、「総合」は高い頻度で出現している。一方、「生産

性」という語の頻出は、1号答申の際だったユニークネスとなっている。この点について、

時代背景を踏まえた若干の考察を加えてみる。

この時期に含まれる1957年は、戦後復興期が一段落し、日本経済が新たな転換点を迎

えた年である。この年から翌年にかけて、日本経済は戦後二度目の深刻な不況（なべぞこ

不況）を経験することになるが、この不況の底入れした後が、高度成長期の幕開けとなっ

た。また、57年は、世界史的にはスプートニク・ショックが経験された年でもある。中山

（1995）は、スプートニクショックの影響により米国で大統領科学顧問が設けられたこと

などを受けて、「日本の官政界でも何か強力な科学政策を施行しなければならない空気」と

なり、59年の科学技術会議の設立に結び付いたとしている。その科学技術会議による諮問

第1号答申が提出された1960年は、同時に「国民所得倍増計画」が発表された年でもあ

るが、その計画の中には「科学技術は国民経済の発展と国民の生活水準の向上に役立つも

のでなくてはならない」として、経済成長のための科学技術振興というパースペクティブ

が明確に掲げられている。このことから、科学技術会議の設立の背景には「強力な科学政

策」を希求する雰囲気があったのだとしても、60年代の高度成長期までの日本の科学技術

政策は、明らかに成長政策の一環であったことがうかがえる。1号答申における「生産性」

の頻出は、戦後復興期から高度成長期までの日本の経済政策ないし産業政策が、生産性の

向上を主な目的の一つとしていたことを色濃く反映しているのである。

しかし、重点産業に巨額の設備投資を伴う新技術を外国から導入して生産性を向上させ

るという政策の役割は、高度成長期の間に終焉した。その頃から、生産性の向上というス

ローガンに代わる本来の科学技術政策のイシューが顕著になり始めてくる。

（2）1960年～69年

これに続く60年代を、『政策史』は技術格差の解消と自主技術の開発が進められた時期

と定義している。すなわち、それまで日本の技術水準の向上は技術導入に依存するところ

が大きかったが、その傾向がともすれば自主的な技術開発の努力を忘れさせるという面を

もたらした。一方、資本取引や技術導入の自由化が進められる中にあって、優れた技術を
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持っ外国企業の日本への進出が盛んになると、国内産業の大きな脅威となることが予想さ

れていた。このため、国内産業の競争力の強化を目的とした自主技術開発が重要課題とな

ったわけである。

この時期には、1号答申の基本方策を受けて、巨大プロジェクトの推進をはじめとする

様々な科学技術政策が展開されたが、新たな答申としては「国立試験研究機関を刷新充実

するための方策について」の3号答申と、「科学技術情報の流通に関する基本的方策につ

いて」の4号答申しか行われていない。しかし、これらの答申に頻出した語は、この時期

の政策課題を象徴的に表している。各答申のキー・イシューに関わる語を除くと、3号答

申では「基礎研究」、4号答申では「国際協力」という語が、他の答申よりも高い頻度で出

現している。これらの語は、各々、導入技術から国産技術へのシフト、資本市場等の自由

化への対応といった課題を端的に反映しているのである。

（3）1970年～79年

『政策史』は70年代の科学技術政策の特徴を、「調和の科学技術を求めて」という題目

で表している。また、この時期に進展した科学技術として、公害防止・安全対策技術、省

資源・省エネルギー技術および自動化・省力化のためのシステム技術を挙げている。言う

までもなく、これらの技術が進展した背景には、高度成長がもたらした陰の部分である公

害問題の突出や73年の第一次オイルショックがある。

70年代には、「総合的科学技術政策の基本」に関する二つの答申（5号および6号）と、

エネルギー研究開発に関する答申（7号）および遺伝子組み換え研究に関する答申（8号）

が行われている。5号答申と6号答申に頻出している語は、この時期に科学技術政策が直

面した課題の性格を端的に表している。例えば、5号答申では「プロジェクト」という語

が他の答申よりも高い頻度で出現しており、これは対応しなければならない課題の緊急性

を表している。また、6号答申において他の答申よりも高い頻度で出現している「エネル

ギー」、「安全」、「生活環境」などの語は、この時期に進展したとされる技術分野を示すも

のとなっている。

（4）1980年～84年

『政策史』は、日本の科学技術が70年代を通じて民生品生産技術、省エネなどの応用

技術の分野では世界のトップクラスに到達したことから、日本は国際的な役割を果たすこ
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とが求められるようになったとの認識を示し、80年代前半に科学技術政策が直面した課題

を、「新たな価値の創造を求めて」という題目の下にまとめている。これはキャッチアップ

型から国際トレンドを作り出す型への政策転換とも考えられる。この時期の答申は、「防

災」（9号）と「ライフサイエンス」（10号）の研究開発基本計画に関するものの他、「新

たな情勢変化に対応し、長期的展望に立った科学技術振興の総合的基本方策」（11号）に

ついて行われている。

この11号答申のガイドラインは、86年に閣議決定された「科学技術政策大綱」の枠組

みに引き継がれたものとして注目されているが、既述のように頻出語のランキングからみ

る限り、6号答申と比べて政策課題のプライオリティに明確な変化は認められない。しか

し、時代背景を反映した11号答申のユニークネスは、この答申で初めて使われた語にみ

ることができる。例えば、「基礎的・先導的」、「ソフト系科学技術」、「人間及び社会との調

和」などの語がそれである。また11号答申の特徴は、共語分析の結果（表5）からも読

みとれる。「科学技術」という語が、第1号答申では「進歩」という語とともに共出現する

のに対し、この11号答申では「人間」「社会」という語とともに共出現するのである。こ

の四半世紀の科学技術をめぐる時代背景の変化を反映していると考えられる。

（5）1985年～94年

日本は、1986年には対外純資産額で約180億ドルを有する世界最大の債権国となり、

同年の貿易収支では経常収支で941億ドルもの黒字を計上するに至った。これを背景とし

て日米間での経済摩擦が深刻になり、それは技術摩擦に関する議論にまで波及した。科学

技術をめぐる新しい国際関係の構築という課題の前に立たされたこの時期の科学技術政策

の動きを、『政策史』は「協力と競争」という言葉で要約している。その後、いわゆるバブ

ル経済の崩壊に伴って日本経済は深刻な景気後退期を迎えることになるのだが、1990年に

刊行された『政策史』には90年代に入ってからの動向は記述されていない。そこで、こ

こでは80年代後半から科学技術基本法成立直前までの時期をまとめておく。

この時期には、12号答申から21号答申まで10回の答申が行われている。そのうち

「総合的基本方策」に関する審議は、新たな「科学技術政策大綱」策定のための諮問第1

8号に対する答申の中で行われている。この「科学技術政策大綱」は、折しも日本経済が

大きな転換点を迎えることになった1992年に閣議決定されている。

18号答申の枠組みは非常に包括的で使用された語のバラエティも豊かであり、それだ
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けに頻出語のランキングからは一見特徴が把握し難い。しかし、この答申で初めて使用さ

れた語に注目すると、恰も好景気を反映したかのような「夢」、「潤い」などのポジティブ

な意味を持つ語や、「メガサイエンス」などが目に付く。共語分析の結果（図7）をみると、

大学と国立研究機関は、この18号答申において1つの「システム」として捉えなおされ

ていることがわかる。また、この答申における出現頻度が高い語に注目すると、この時期

の科学技術政策の文脈が見えてくる。例えば、「センター・オブ・エクセレンス」という語

は、技術摩擦を背景として、欧米先進国と日本の間でのシンメトリカル・アクセスの実現

という課題が浮上してきたことに対応するための政策コンセプトを表しているのである。

この点については、さらに後述する。

（6）1995年～

1995年、「科学技術基本法」が公布、施行された。同法の第9条では、政府は科学技術

の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため「科学技術基本計画」を策定す

ることとされている。このため、科学技術会議に対し諮問第23号「科学技術基本計画に

ついて」が行われた。これに対する答申は1996年に提出され、同年「科学技術基本計画」

が閣議決定された。

23号答申は基本計画を審議したものだけに、あらゆる科学技術政策の課題をカバーし

ており、一見、過去の答申で蓄積された議論との異同が把握し難い。しかし、23号答申

が過去の答申よりも高い頻度で使用している「研究開発システム」、「産学官連携」などの

語は、政策史上の基本法と基本計画の意義を端的に表していると思われる。その点につい

て以下、若干の考察を加えておこう。

日本の行政機構について、しばしば縦割り（相互に関連する業務が官庁ごとの所管事項

としてセグメントされている）という特徴が指摘されているが、このことは科学技術政策

についても当てはまる。科学技術庁は1956年に発足したが、同庁の設置法はその所掌範

囲を「人文科学のみに係るものおよび大学における研究に係るものを除く」と定めている。

また、産業技術に関連する国立試験研究機関は通産省に所属している。このため、現在に

至るまで、大学における教育・研究は文部省、産業技術の研究開発は通産省、そのいずれ

にも属さない国家的なプロジェクトは科学技術庁という分断された政策システムが継続さ

れてきた。とりわけ、基礎的、科学的な研究に関連する政策のシステムが文部省と科学技

術庁の間で二元化していたことは、総合的な政策コンセプトを生み出す上での阻害要因に
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なってきたと思われる注1。

その端的な例は、科学技術会議が発足して間もない頃の、科学技術基本法案をめぐる議

論にみることができる。第1号答申が、科学技術に関する基本法の制定を検討すべき重要

事項として挙げたことを受けて、科学技術会議は基本法の検討を行い、1968年には基本法

案が国会に提出された。この法案策定の過程でも、大学における研究を同法案の対象に含

めるべきかどうかが議論され、結局除かれることとなった。ただし、政府としての目標を

設定すべき研究に大学が自主的に参加する場合は、その研究は同法の対象となるという特

則が付された。しかし、結局この法案は関連する省庁間の意見の調整がつかず、審議未了

廃案となり、「幻の法案」と言われることになった。

このため、1号答申の段階では大学と国立試験研究機関は同じ文脈の中で議論されよう

としていたが、新たな「総合的基本方策」を議論した11号答申ではそれぞれ異なった文

脈で取り上げられることになった。このことは、共語マトリクスの分析（図7）において、

第1号答申では大学と国立研究機関が1つの因子を構成していたのに対し、11号答申に

おいては別々の因子を構成しているという結果にも端的に顕れている。国立試験研究機関

は、語の出現頻度が循環的であることに示されているように、科学技術政策の議論におい

て繰り返し取り上げられる固有の政策対象である。それに対して、大学における研究は、

科学技術政策の枠組みの中ではローカルなリソースとしてしか議論できないのである。こ

のことを反映して、科学技術会議に対する諮問も、エネルギー、遺伝子組み換え、防災、

ライフサイエンス、物質・材料、情報・電子など、個別の分野ごとの基本計画に関連する

ものが多くなった往2。

その後、18号答申において再び「総合的基本方策」が検討された際には、「システム」

というコンセプトの下に、大学と国立試験研究機関を総合的に議論する試みがなされてい

る。両者の研究機能を統合した戦略的な科学技術政策が必要であるとの認識は、この頃か

ら次第に政策担当者の間に定着しつつあったと思われる。68年の基本法案が廃案になって

から27年後に科学技術基本法が成立した。基本計画が審議された23号答申でも、大学

注1ただし近年の行政改革により、文部省と科学技術庁は合併し、2001年には文部科

学省が成立する予定である。

注2この点は、元科学技術会議常勤議員・大澤弘之氏に対する筆者らのインタビュー

において、大澤氏より聴取した示唆による。
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と、国立試験研究機関は異なった文脈に現れている。しかし、そこでは最早、大学の研究

機能はローカルなリソースとして取り上げられているのではなく、その研究環境のあり方

に立ち入った議論が行われている。また、大学と国立試験研究機関の研究機能を統合する

ための仕組みも言及されている。「研究開発システム」や「産学官連携」という語は、その

仕組みに関わるコンセプトを端的に表しているのである。

7－2．政策語分析の含意

以上、科学技術会議の発足前後から約40年間に亘る科学技術政策の歴史と、そこで使

われてきた政策語の対応関係をみてきた。この間の歴史を要約して言い換えるならば、日

本の科学技術政策は、経済政策、産業政策、高等教育政策などからの分化（di∬brentiation）、

およびそれらとの統合（integration）を、その時々の政策課題の変化に対応しつつ並行して

実現していくためのコンフリクトの歴史を辿ってきたと言うことができるであろう。優れ

た政策コンセプトは、そうしたコンフリクトを解消するためのダイナミクスを提供してき

たと考えられる。本節では、そのような機能を持った政策コンセプトの特質について考察

し、今後の政策立案に対する含意を抽出してみる。

特定の課題に対応するために提出された政策コンセプトは、状況の変化に伴って現実と

乖離することがある。また、複数の課題領域が相互に密接な関係を持つようになると、各

課題領域を対象としていた伝統的な政策枠組みの寄せ集めでは課題の全体像をカバーでき

ないという問題が生じる場合がある。新しい政策コンセプトが、こうした時間の変化に伴

うズレやコンフリクトを解消するということは、それが従来の政策コンセプトよりも高次

の意味作用（コノテーション）を与えることによって可能になるものと考えられる。「セン

ター・オブ・エクセレンス（COE）」という政策コンセプトを例に取り上げてみよう。

頭脳立地構想の中で図られてきた「中核的な研究拠点の地域展開」という政策は、COE

という語の出郷こよって、欧米先進国とのシンメトリカル・アクセスの実現というコノテ

ーションを獲得したと見ることができる。これを、時間を通じたコンセプトと状況のズレ

の調整という観点から、つぎのように言い換えることもできる。テクノポリス計画がスタ

ートしたのは1983年だが、一方、この頃から米国では日米間のハイテク貿易摩擦などを

背景に、自国の産業競争力の低下の原因を日本企業の「海賊行為」と決めつける論調が強
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まり、知的財産権の保護強化が図られる。85年にはヤング・レポートが提出された。日本

が研究開発拠点の地域展開という国内政策に傾斜し始めた丁度その頃に、よりグローバル

な文脈での戦略的な政策対応を迫られることになったわけである。猪瀬（1990）所収の講

演の中で、COEの必要性が訴えられ始められたのは88年頃からだが、COEという語が

その後かなりの普及力を持ったのは、結局この語が研究開発の拠点構想に米国とのシンメ

トリカル・アクセスの実現という政策的含意を持たせることによって、外圧に対する一つ

の答えを用意できたからだと考えられる。前掲の講演からは、ハイテク摩擦への対応とい

う問題意識を濃厚に伺うことができる。つまり、COEという新しいコンセプトが、国内で

の科学技術政策とグローバルな環境変化のズレを調整することになったのである。また、

それは同時に、産業政策と科学技術政策の融合領域を内包するコノテーションを持つもの

でもあった。これは、時代を先導する政策コンセプトが、各国の公共ニーズを反映すると

同時にその時代の国際トレンドを反映し、各時代の帯在ニーズを表出していると同時にそ

の時代の特性を表し、かつ多様な利害関係者の調整に用いられる、ということの内実であ

る。このコンセプトの出現以後、1993年から科学技術振興調整費による「中核的研究拠点

（COE）育成支援のための制度」が開始されるなど、関連する施策への予算獲得にも弾み

がついている。

このように見てくると、政策コンセプトを表出するということは、政策過程全体の中で

の政策立案に止まるものではなく、政策行為そのものとしての実践的な意味を持っている

ことが分かる。この点は、AllStin（1962）、Searle（1969）ら言語学者・哲学者の言う言

語表出の本質的な機能に遡ってみることができる。そこから、政策語の使い方に対する含

意が得られる注3。

Austinは、発語の機能はものごとの状態や事実の記述に止まるものではなく、発語自体

がある種の行為の遂行を果たしているとしている。言語の機能に関するAustinの分析枠

組みを適用するならば、例えば「中核的研究拠点を育成する」という発語は、第一に文法

的文章構成を行うという意味で「発語行為」を遂行し、第二にこの文を発語することによ

って「育成する」という「発語内行為」を遂行し、第三に発語によって政策担当者をある

注3言語表出は1つのレトリックとして機能し、レトリックは権力作用をもつ、という方
向からも、もちろん政策語のもつ含意に関する考察を展開することは可能である。ここか

ら知識政治学をめぐる広大な研究領域が広がるのであるが（たとえば、Jasano軋1999）、

これについては別稿で論じることとしたい。
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目的に方向づけるという「発語媒介行為」を遂行するものであるということになろう。ま

た、SearleはAnstinの枠組みを発展させ、指示する行為と述語づけを行う行為からなる

「命題行為」という概念を提唱している。この「命題行為」を遂行する語が慣習的な曖昧

さを持っていると、発語の行為的側面もまた曖昧になるであろう。例えば、「中核的研究拠

点を育成する」のではなく、「育成を図る」、「育成を検討する」といった発語では、明確な

指示行為は遂行されないのである注4。

政策コンセプトが、明確な命題行為としての機能を持つならば、それを表出すること自

体が政策システムを進化させるであろう。また、進化した政策システムと政策コンセプト

の間に何らかの乖離が生じれば、そのことが新たな政策コンセプトの表出を促すであろう。

このような観点から見ると、科学技術政策の歴史をコンセプトとシステムの共進化

（coevolution）のプロセスとして把握できるかも知れない。そのような共進化の構造を明

らかにすることによって、どのような特質を持ったコンセプトの表出が、システムの進化

を促すのかを、われわれはより深く理解できるであろう。

7－3．展望

本報告では、科学技術政策コンセプトの変遷を定量的に把握する上で、政策文書に対す

る科学計量学的なアプローチが一定の有効性を持つことを示した。7－2節に示したように、

政策コンセプトが政策立案にとどまらず、政策行為そのものとしても実践的な意味をもつ

ことを考慮すると、本研究におけるアプローチは、政策研究の方法論の1つとしても活用

可能であることが示唆される。本研究で用いた政策文書のデータベースはその意味で、今

後の政策研究にも活用されることが望まれる。

また、本稿で考察してきたことを言い換えるならば、時代を先導する政策の策定とは、

人々が無意識として持っていながら言語化できないものをコンセプトとして結晶化させて

表出することと考えることができる。集団の無意識の言語化としての政策コンセプトは（た

注4様々な誤解に基づく部分が含まれているものの、イアン・アーシー（1995）は、この

点について多くの興味深い具体例を挙げている。
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とえばCOEや所得倍増計画など）その時代のひとびとの心を掴み、時代をリードしてき

た。そういう役割を科学技術会議が担っていたと考えられる。このように捉えると、本報

告書は通常の意味での歴史分析とはまた異なった面を抽出していると考えられる。集団の

無意識が時代精神として表出されたときに用いられた「語」を追いかけている側面がある

ためである。この意味では、政策語の分析に加えて、日常用語と政策語の共進化を分析し

てみることも興味深いことである。具体的には、新聞など公共のメディアで用いられる用

語が政策用語に影響を与えたり、あるいはその逆の傾向がみられたり、といった相互作用

を分析することである注5。

さらに、本研究の内容は、1）次の政策トレンド作りへの応用、2）答申で創出された

コンセプトが実際に施策においてどう実行されたかの分析、3）学術政策との対応および

諸外国の科学技術政策史との対応、4）科学技術会議の評価と総合科学技術会議への展望、

などの分析にも応用していくことが可能と考えられる。2）に関しては、ライフサイエン

スの分野に限定して、「基本政策の提示（コンセプト提示）」「予算配分」「出力（論文傾向）」

という流れでの分析を試みたものがあるが（渡辺、藤垣、1999）、今後はより広範囲で、

詳細なインタビューなどを併用した研究の展開が望まれる。また、3）に関しては、日本

学術会議の答申との比較がまず考えられよう。さらに、米国、欧州、アジアの科学技術政

策史との対応も興味深い作業である。たとえば、欧州の科学技術政策は、4つのphaseに

分けられ、（1）ビッグ・サイエンス期（1957－68）、（2）ポリシー無き時代（ResearCh－

Tbclm0logy－DevelopmentPolicyashon－POlicy”）（1969－1980）、（3）産業イノベーショ

ンの時代（1980－1996）、（4）問題志向型の時代（1996－）と特徴づけられるとするレポー

トもある（Kueppers，et．a1．，1999）また、米国と欧州の科学技術政策のパラダイムには同

期性（類似のパラダイムの同時期の出現）があるのに対し、日本の科学技術政策はその周

期とは一致しない特異性をもつ、という指摘もある（Nowotn者1994）。このような指摘に

対し、本稿と同様な手法を政策文書に応用することによって確認する作業も、興味深い展

開である。

注5　これに加えて、たとえば同じ政策用語（あるいは日常用語）であっても、行政官がそ

の語に抱く語感と、一般人がその語に抱く語感は異なる可能性がある。これをたとえば語

に対するセマンティツク・ディフェレンシャル法（SD法）を用いて解析することは興味

深いことである。このことはさらに、注3でのべたレトリック論とも結びつけて議論でき
るだろう。
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8．結語

本報告では、科学技術政策コンセプトの変遷を定量的に把握する上で、政策文書に対す

る科学計量学的なアプローチが一定の有効性を持つことを示した。コンセプト進化は主に、

1つは新しいコンセプトの創出、もう1つは基本コンセプトの文脈の変化という形で端的

に顕れている。

われわれの分析結果は、科学技術会議の発足以後40年間における日本の科学技術政策

が、科学技術の発展、高度化という上昇志向を一貫して持ち続けながらも、その発展の途

上で直面した様々な環境の変化に対応して、新たな政策コンセプトを形成していったプロ

セスを描き出している。1号答申の段階では「科学技術者」と「一般国民」の二項を措定

して出発した政策論議であるが、80年代には科学技術と国民とのインターフェースを新

たな政策課題として取り込み、生活環境への配慮、人間・社会との調和といった政策コン

セプトを表出していき、近年の政策は国民的合意の形成という文脈の中で議論されるに至

った。また、研究開発は当初ローカルな技術課題ごとの文脈で議論されていたが、やがて

研究開発のシステム自体が議論の狙上に上り、近年ではその成果を新たな国家的ビジョン

に結びつけていくことが主要な政策課題となっている。

分析結果から得られるこのような知見は、今後実際に政策立案に携わった担当者の経験

に照らして検証される必要があるが、長期にわたる政策コンセプト進化とその環境である

社会一政治的システムの変動のダイナミクスを探る上で、本研究で用いた方法論は有効な

分析手法を提供すると考えられる。

このような分析を積み重ねることによって、政策コンセプトと科学技術活動をとりまく

マクロな文脈の共進化構造を検証することも可能となり、新たな政策コンセプトが形成さ

れる条件や、高次の意味作用を持ち広範な施策を呼び込むコンセプトの特性に関する理解

が得られるものと期待される。
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付表：単語検出の基本的手続き

語分析を行うためには、文を単語単位に分解する作業が必要となる。今日では、この作

業を行うに当たって、京都大学大学院工学研究科の提供する「日本語形態素解析システ

ムJUMAN」のようなソフトウエアを活用することができるが、われわれがこの作業

を開始した段階では、そうした有用なシステムを使える環境になかった。そこで、以下

のような手続きに従って、文の分節化、および単語への分解を行った。

1．文節検出

（1）文節検出の基本

漢字（カナ）の連続を基本とする。

＜手続き＞

・「かな」を区切りとして見る。

・連続した漢字（カナ）＋3文字を取り込む。

連続 した漢字 （カナ）

＋ロ＋ロ＋ロ
ィ．①＝かな　②＝漢字　（③は無視する）

ロ．①＝かな　②＝かな　③＝漢字

ハ．①＝かな　②＝かな　③＝かな

以上の「かな」、「かな＋かな」、「かな＋かな＋かな」の文字列に当てはまるもの

は「かな」を省き、漢字部分のみを出力。

上記以外は、連続した漢字（カナ）の文字列＋かな（1文字）を出力。

（2）漢字1文字の場合

漢字1文字の場合は、「漢字（1文字）＋かな（2文字）」で出力。

（3）カナ文字列／カナ漢字混合の文字列の場合

カナ文字列／カナ漢字混合の文字列の場合は、その文字列のみを出力。

（4）数字の場合

数字の場合は、直前に、漢字（カナ）がある場合のみ出力。
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2．文節検出で除いた語句

・第1部、第1章、第1節、第1号、第1回、第1次、第1

・昭和〇〇年度、○○年度末

・その他

・英字

・半角の数字

・記号

・直前に漢字のない全角の数字

3．判別に用いた助詞

（1）格助詞……が　の　に　を　より　から　で

（2）副助詞……まで　ほど　など

（3）係助詞……は　も　こそ　でも　しか　か　さえ　すら

（4）終助詞……とも　な

（5）接続助詞…から　けれど　たり　でも　ながら　ので

（古語／文語等で用いられる「ぞ、よ、わ」等や、（1）～（5）とダブる助詞

は、上記より省略した）

4．助動詞

助動詞については、変化形が多く、類型化された語形で検出の基準にすることが、

困難であったので、漢字（カナ）＋かな（1．（1）参照）の文字列で検出している。
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